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1研究の目的
　近年、組織論G組織行動論）領域において組織社会
化（organizational　s㏄紬z磁on）研究に対する関心が、
研究者ならびに実務家を中心により高まりつつある
（Bauer，　Bodner，　Erdogan，　ThUXi皿o＆Tucker，2007；Saks，
Uggerslev＆Fassina，　2007）。組織杜会化とは、「新規参
入者が組織の外部者から内部者へと移行をしていく過
程」と定義され（Bauer　et　aL，2007：p．　707）、キャリア発
達理論では個人における入社後の最初のキャリア発達
課題であることが指摘されている（Sche虹1978）。つ
まり、入社した新たな会社の規範や価値観を内面化す
ることを通じて、組織に円滑に適応することが新規参
入者には求められるが、それは個人ばかりでなく企業
にとっても経営管理上、重要な課題であり、組織社会
化研究により大きな注目が集まってきているといえる
（Cooper－Thomas＆Andaso恥　2006）。
　そのような中、組織社会化研究は、欧米を中心に研
究の蓄積が進められてきているが、その多くは新規参
入者がどのように新しい組織に適応していくのかを明
らかにすることを試みるものである。っまり、組織社
会化のプロセスを明らかにする研究では、どのような
要因が個人の組織適応を促進あるいは阻害するのかと
いった個人の組織適応に影響を与える要因の特定が理
論的・実証的に行なわれている（e．g．，　Bauer　et証，2007；
（lrrifin，　Cole皿a＆Goparaju，2000；Saks　et　aL　2007；
艶keuchi＆Takeuchi，2009）。具体的には、入社後の組織
要因である「組織社会化戦術」（e．g．，　Allen＆Meyer，
1990；AShforth＆Saks，1996；Cable＆Parsons，2001；Jones，
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1984）や個人要因である「プロアクティブ行動」（e．g．，
Ashf（）rd＆Black，1996；Mo㎡so几1993；輪hbe㎎＆
Kammeyer－Mueller，2㎜）、「自己効力感」（e．g．，　Bauer
＆Green，　1994；Jones，1986；Saks，1995）、「プロアクティ
ブパーソナリティ」（Kammeyer－Mueller＆Wahberg，
2003）などが、新規参入者の組織社会化結果指標（組
織適応指標）である組織コミットメントや職務満足を
高め、転職意思を抑制することが既存研究によって明
らかにされてきている。
　しかしながら、近年このような個人の組織適応を促
進する「入社後」の要因ばかりでなく、「入社前」の要
因を明らかにする必要性が指摘されてきている（e．g．，
SakS＆Ashforth，　2002）。とりわけ、入社前の個人要因
である新規参入者の就職活動要因が、入社後の組髄
応にいかなる影響を与えるのかを明らかにすることが
求められてきている（Cable＆JUdge，1996；Saks＆
Ashforth，　1997，2002；Stm】pf＆Hartrnan，　1984）1）。数少
ない研究の中で、入社前の就職活動要因と入社後の組
織適応（組織社会化）との関連を明らかにする既存研
究（Saks＆AShforth，　1997，2002）では、就職活動要因が
入社後の組織適応に直接的に影響を与えるのではなく、
間接的な影響関係にあることが報告され、両者を結び
っける要因として、個人一環境適合（person£nvirennlent
fit）概念に着目した検討が行なわれている。例えば、
Saks＆Ashforth（2002）では、入社前に新規参入者が
行なった職務探索行動（job　search　behaVior）が、入社
前の個人と組織との適合感及び個人と職務との適合感
に正の影響を与え、職務探索行動によって高められた
入社前の個人一環境適合（個人一組織適合と個人一職
務適合）が入社後の個人と組織との適合感及び個人と
職務との適合感をさらに高める。そして、入社後の個
人一環境適合（個人一組織適合と個人一職務適合）が
組織適応指標に対して正の影響を及ぼすという、個人
一環境適合を介した新規参入者の入社前の職務探索行
動から入社後の組緕樋応に至る漣の影響過程を明ら
かにしている。
　これらの入社前の就職活動要因と入社後の組織適応
との関連を明らかにする既存研究から、両者の関係が
直接的関係ではなく、何らかの要因を介した間接的影
響関係であることが示唆されるが、個人一環境適合概
念以外の入社前の職務探索行動と入社後の組織適応と
を結びつける結合要因の特定化はこれまでほとんど行
なわれていない。そこでこのような研究上の課題に対
して、本研究では入社前の職務探索行動と入社後の組
織適応とを結び付ける新たな要因として、入社時、点及
び入社後の新規参入者の職業的アイデンティティ
（voc tional　ideritity）概念に着目し、検討を行なうこと
とする。なぜなら、個人の職業的アイデンティティは、
新卒予定者のキャリア発達を示す重要な概念の1っと
してこれまで捉えられてきており（e．g，　Jackson＆
NeVille，1998；TopOrek＆Pope．Davis，2001）、入社前の職
務探索行動によって高められると同時に、入社後の最
初のキャリア発達課題である組i適応（組織杜会化）
に対しても促進する役割を果たす可能性があると考え
られるからである。
　そこで、本研究では新規参入者に対して実施した縦
断的調査（入社直後及び入社1年後の2回）をもとに、
新規参入者の職業的アイデンティティを介した入社前
の職務探索行動から入社後の組織適応へと至る影響過
程について明らかにすることを目的とする。上記の目
的を明らかにすることによって、（1）新規参入者の入
社後の組織適応に対する入社前の就職活動要因の影響、
及び（2）入社前の就職活動要因と入社後の組織適応を
結びっける新たな要因の特定という、これまでの組織
社会化研究のレビューから導出される2つの課題に対
して本研究は貢献することができると考えられる。
II　概念的枠組み
1．職務探索行動と職業的アイデンティ
ティ
　職務探索研究では、新規参入者が就職活動時に行う
職務探索行動を把握するにあたって、様々な概念が開
発され、検討されてきたが、その中でも、伝統的に検
討されてきた職務探索行動概念として「職務探索努力
（job　search　efforts）」（Blau，　1993；Hom＆（lriffeth，　1991；
Hom，　Griffeth＆Se皿aro，1984；Saks＆Ashfonh，2002）　力弐
ある。職務探索努力とは、職務探索行動全般に対して、
新規参入者がどの程度それら活動を積極的に行なった
かという努力に焦点を当てるものである。就職活動時
に新規参入者が職務探索行動を積極的に行うことは、
就職活動結果指標として取り上げられる「内定企業数
（number　of　job　offers）」や正規の職業に就くことがで
きたかどうかという「雇用状況（empIoym㎝t　slatus）」
などに対して有意な正の相関があることがこれまでの
研究で報告されている（e．g．，　Kanfer，　wamberg＆
KantreWit4　2001；Saks＆Ashfoth　2000）。したがって、
職務探索努力は、新規参入者の職務探索行動を把握し、
またその結果を予測する指標として重要な概念である
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といえる。
　職業的アイデンティティとは、自己のキャリアに関
連する目標や興味、能力に対する明確かつ安定した考
えを保持することと一般的に定義される概念である
（Holland　GottifOdson＆Power，　1980）2）3）。この職業
的アイデンティティは、キャリア選択の具体化ならび
に特定化の成功を意味し、キャリア論領域において個
人のキャリア発達を示す重要な概念の1つとして捉え
られてきた（e．g．，　Jackson＆Nev皿1e，1998；TopOrek＆
Pope－1）avis，2001）。すなわち新卒予定者にとって、職
業的アイデンティティはキャリア発達上の1つの重要
な結果指標であると同時に、学校から職業への移行
（school船一wod（幡i船n）を円滑に果たし、入社した
企業での最初のキャリア発達課題である組織適志を含
めた、入社後の新規参入者のキャリア発達にも大きな
影響を及ぼす重要な概念と考えられる。
　この職務探索努力と職業的アイデンティティとの関
連については、Harren（1979）によって提示されたキ
ャリア意思決定モデルから推論することができる。
Ha㎜（1979）は、新規参入者のキャリア意思決定に
ついて、「気づき（awareness）」、「計画（p㎞血g）」、
「コミットメント（◎ommitment）」、「実現
（irnrplementation）」の4つの段階を提示している。ま
ず、最初の気づきの段階で、就職活動段階での新規参
入者（新卒予定者）が現在置かれている状況下での自
己評価を行い、キャリア選択をすることの重要性を認
識し、第2段階に移行する。2つめの計画段階は、探
索（eXploration）と結晶化（（ユys闘za廿on）によって特
徴づけられるが、新卒予定者が自己や環境についての
情報探索活動を行うことを通じて、様々なキャリア上
の可能性を考える。そして、その中からキャリア上の
選択肢を狭めていき、自己の職業についてのアイデン
ティティを固め、高めていく。第3段階（コミットメ
ント）では、前段階までに策定された計画にもとつい
ての具体的な行動と計画の吟味が行なわれる。すなわ
ち、新卒予定者が実際に就職活動を行なっていく中で、
計画が正しかったかどうかの結果がフィードバックさ
れ、第2段階で設定した自己のキャリア上の選択肢や
特定の職業への傾倒が正しかったどうかが再評価され
ることになると考えられる。そして、もし第2段階で
設定した計画が必ずしも正しくないと、この段階で判
断された場合には、第2段階にもどって再度キャリア
探索と職業的アイデンティティの結晶化が行なわれる
ことになる。最後の実現段階では、現実が予期できな
いことはあるものの、就職活動の具体的な結果として、
新規参入者に成功感や満足度がもたらされる。
　上記モデルの第2段階（計画）の議論から、新規参
入者は就職活動の初期の段階で、キャリアに関する自
己k環境要因に対する情報探索行動を行うことによっ
て、自己のキャリアの可能性を検討し、キャリア上の
選択肢を狭めながら特定の職業へのアイデンティティ
を高めていく可能性が示唆される。キャリアに関する
自己や環境要因に対する情報探索を行なうことを意味
する「キャリア探索行動（career　exploration）」は、職
務探索行動の中でも重要な活動の1つとして位置づけ
られており（Phillips＆Blustein，　1994；StUrrrpf，　ColarerU＆
H繊1983；竹内・竹内，2010）、職務探索努力の高
い新規参入者は、低い新規参入者に比べて、入社時点
での職業的アイデンティティが高いと考えられる。ま
た、第3段階（コミットメント）の議論より、履歴書・
エントリーシートの作成や送付、就職面接などの実際
の職務探索行動を通じて、第2段階で行なったキャリ
ア選択の再評価・検討が行なわれるため、入社前に職
務探索行動を積極的に行なった新規参入者の方が、入
社時点での職業的アイデンティティは高いことが示唆
される。さらに前述のとおり、既存研究（Saks＆
Ashforth，　2002）において新規参入者の入社前の個人一
環境適合（i．e．，個人と組織との適合感、個人と職務と
の適合感）が入社後の個人一環境適合を高めているこ
とが明らかになっており、入社時点で職業的アイデン
ティティの高い新規参入者は、入社後に実際に職務を
遂行し いく中で、より職業的アイデンティティを確
立し、結晶化していくと考えられる。すなわち、新規
参入者の入社時点での職業的アイデンティティは、入
社1年後の職業的アイデンティティに対して正の影響
を及ぼすことが示唆される。したがって、以上の議論
を踏まえ、以下の仮説が設定された。
餓1’新規参入者の入社前の職務探索努力は、入
　　　社段階での職業的アイデンティティに対して
　　　有意な正の影響を与えるだろう。
鐡2！新規参入者の入社段階での職業的アイデン
　　　ティティは、入社1年後の職業的アイデンテ
　　　ィティに対して有意な正の影響を与えるだろ
　　　う。
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図1本研究の分析フレームワーク
図中のTlme　1は入社直後を示し、　Time　2は入社1年後を示す。
2．職業的アイデンティティと入社1年後の組織適応
　新規参入者の組織適応は、ある時点（例えば、入社
時点）からある時点（例えば、入社1年後）への変化
を意味する動態的な概念として捉える必要性が指摘さ
れており、分析上も適応の時間的変化を考慮に入れて、
検証することが重要である（Al㎝＆Meyer，　1990）。こ
のような検討を行なうためには、同一の新規参入者に
対して複数回の調査を実施するという，’　・諦査が必
要であり、本研究では入社時、点及び入社1年後時点で
同一の新規参入者に対する質問紙調査を実施した。そ
して、入社時点と入社1年後の双方の調査において組
織適応指標を設定し、新規参入者の適応起点である入
社時点での組織適応の状況をコントロールした上で、
入社1年後の組織適応を予測する手法を用いる。
　組織社会化研究では、新規参入者の絢織適応指標と
して、個人の態度的結果を取り上げて検討している。
とりわけ、新規参入者の「組織コミットメント」（e．g．，
Cooper－Thomas＆Anderson　2002；Klein，　Fan＆Preacher，
2006）や「転職意思」（e．g．，　AShfonh＆saks，1996；
Rio蜘Weatherly，　Vandenbe㎎＆Self，2001）、　「月哉務1亨黄
足」（e．g，　Cooper－Tho㎜s＆Andersoq　2002；Klein　et　al．，
2006）、「内的モチベーション」（e．g．，　Saks＆AShforth，
1996）などの概念が用いられている。その中で、上述
のとおり本研究では入社直後と入社1年後時点での縦
断的調査を行なっており、入社直後の新規参入者はま
だ実際の職務に従事していないため、組織適応の変数
として職務満足を設定することは適切ではない。そこ
で、本研究では職務満足を除いた組織コミットメント
と転職意思、モチベーション（達成動機｝の3変数を
細織適応指標として設定し、検討を行なうこととする。
　新規参入者の入社1年後の職業的アイデンティティ
と組織適応との関連については、竹内（2003）が実証
的検討を行い、入社時点での新規参入者の職業的アイ
デンティティの確立（達成・早期完了）が、同時点で
の達成動機に対して有意な正の影響を及ぼし、転職意
思に対しては有意な負の影響を及ぼすことを明らかに
している。この研究では、入社時点での新規参入者を
対象にした調査に基づく結果を示しているが、入社後
に実際に職務を遂行していく中で、さらに職業的アイ
デンティティを獲得し、確立させていった新規参入者
は、入社1年後の組織適応に対してより直接的に影響
を与えると考えられる。すなわち、新規参入者の入社
1年後の職業的アイデンティティが、入社1年後の組
織適応指標である組織コミットメントや達成動機を高
め、転職意思を抑制することが推測される。したがっ
て、以下の仮説が設定された。
餓3！入社段階での組織適応指標を統制した後で、
　 　新規参入者の入社1年後の職業的アイデンテ
　　　ィティは、入社1年後の細織適応指標である
　　　組織コミットメント（3a）と達成動機（3b）
　　　に対して有意な正の影響を与え、転職意思
　　　（3c）に対して有意な負の影響を与えるだろ
　　　う。
　なお、以上の議論を踏まえ、本研究の分析枠組みを
設定すると図1のとおりである。以下、この分析枠組
みに基づいて、具体的な検証を行なっていく。
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表1本研究のサンプル特性
性別　　　（n＝74）　男性
　　　　　　　最少年齢年齢　　　（n＝74）
　　　　　　　平均年齢
34（45，9）　　女性
　18　　　最高年齢
205811　　標準偏差
　　　　　　　高校卒学歴　　　　（n＝74）
　　　　　　　短期大学卒
会社規模　　　（n＝72）　300人未満
30（40，5）　　専門学校卒
19（105）　　　大学（大学院含）卒
27（365）　　300人以上
　　　　　　　総務・庶務　　　　　　　5（6．8）
　　　　　　　営業・事務　　　　　　18（24．3）
職種　　　（n＝71）　国際・輸出入　　　　　1（1．4）
　　　　　　　生産技術・生産管理・品質管理　　　8（10．8）
　　　　　　　その他　　　　　　　　6（8．1）
0内の数値の単位は％を示す。
営業・販売
製造
研究・開発設計
経理・財務
1（1．4）
24（32．4）
7（9．5）
1（1．4）
　　　　た。学歴では、大学（大学院含）卒の
40（54・1）　構成比率が46．0％で最も多く、次いで
　292．4214　　高校卒（40．5％）、短大卒（10．0％）、専
2（2．7）　門学校卒（2．7％）の順であった。
34（46’o）　2．測定尺度
45（60．8）
　　　　　マ　．、力　Tme　l　職務探索努
皿　方法
1．調査方法・対象
　本研究では、上記で設定した分析枠組みを検討する
ために、入社直後の新卒採用者に対して実施された調
査1（Time　1（Tl）調査）　と、同一の新卒採用者が入
社後1年経過した段階で実施された調査2（Tirne　2（T2）
調査）の縦断的調査データによって検討する。
　調査1（Time　1調査）は、2002年4月初旬から上旬
にかけて民間企業10社の新入社員研修期間に実施さ
れた。調査対象は、2002年4月入社の新卒採用者（中
途対象者は除く）である。調査は、新入社員研彦を実
施している各社に調査者が赴き、調査趣旨を説明した
上で、質問紙の配布、回答を依頼した（集合一括調査）。
その結果、調査票は全員から回収され、合計183部（男
性99部、女tt　84部）の有効回答を得ることができた
（有効回収率：100．O％）。
　調査2（Time　2調査）は、調査1（Tl調査）の実施
から1年後の2003年4月に実施された。この調査2
は、調査1の縦断的な追跡調査とする必要があった。
そのため、調査対象者は、調査1で回答した183名に
限定した。調査2の実施に先立ち、調査者が対象企業
の人事担当者にコンタクトをとり、追跡調査の趣旨説
明と協力依頼を行った。回答後の質問紙は回答者個人
で封筒に密封され、各社の担当者によって集められた。
回収票は全て未開封のまま、まとめて調査者へ郵送さ
れた。その結果、77部を回収することができた（回収
率：42．1％）。ただし、前年度の調査1とマッチングで
きない回収票が3部あったため、それらを除いた74
部が、本研究の最終的な分析対象となった（有効回収
率：40．4％）。
　分析に使用された回答者の属性（調査1時点）は、
表1のとおりである。平均年齢は、20．6歳⑰＝2。4）
で、男女の構成比は、男性459％、女性541％であっ
力は、T1調査に設定され、就職活動時
の状況を回顧し、回答するように求め
た。具体的には、就職活動段階にどの
程度積極的に就職活動を行ったかに関
する自己評価を1項目で尋ねた。回答は、100点満点
で自己評価点数を記述するように求めた。
職業的アイデンテ　テ　（Time　l・2）　職業的アイデ
ンティティの測定尺度は、T1とT2調査の双方で設定
され、松下・木村（1997）による尺度の中から4項目
を用いて測定した4）。回答尺度は、「1＝そう思わない」
から「5＝そう思う」までの5段階評定を用い、得点が
高いほど、職業的アイデンティティが高いことを示す
ものである。職業的アイデンティティ尺度の信頼性係
数は、入社直後（調査1）がαω）＝＝．64、入社1年後
（調査2）ではα⑰＝．63であり、尺度を構成する上
での慣例的な基準に達していると判断される。
糸哉適応旨標Tme　l・2）　組織適応指標は、前述の
とおり組織コミットメントと達成動機、転職意思の3
変数を用い、入社段階でのTl調査、入社1年後のT2
調査の双方で設定した。これら3変数に対する回答尺
度は、全て「1＝そう思わない」から「5＝そう思う」
までの5段階評定を用いている。
　組織コミットメントは、関本（1992）で使用された
複数の下位次元を有する組織コミットメント尺度の測
定項目の一部が用いられ、「組織への積極的貢献意欲」
の次元に該当する2項目が用いられた5）。信頼性係数
は、入社直後ではασ1）＝．75、入社1年後ではα働
＝．60であった。
　達成動機は、山本（2㎜）の自己充実的達成動機づ
け尺度の中から3項目が用いられた6）。これら3項目
の信頼閨系数は、入社直後ではαα1）＝．57、入社1年
後ではα（12）＝！77を示していた。
　転職意思は、山本（2㎜）による尺度を一部修正し
た2項目が用いられた7）。この転職意思として設定さ
れた2項目の信頼性係数は、入社直後（α（rl）＝．79）
及び入社1年後（Ct　（12）＝．83）であり、尺度の内的一
貫性が確認された。
コントロール変数（T㎞el）　個人・会社要因のコン
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表2．本研究で用いられた全変数の記述統計と相関係数
変　　数 Mean　s．d．　　1　　　 　2
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L41　　　－．16
．49　　　－．20†　　　．26零
．99　　　　．08　　　　　．10
．66　　　　．15　　　　　．32喰ホ
，90　　　－．15　　　　－．22†
2152　　－．05　　　　　．07
．92　　　．19　　　　．23†
．91　　　．31榊　　　．14
，95　　　．18　　　．10
．81　　　．3正榊　　．30材
1．19　　－．08　　　　－．14
3 4 5 6 7 8 9 10 11
1　性別
2　学歴
3　会社規模
4　組織コミットメント（Tl）
5　達成動機（Tl）
6　転職意思（Tl）
7　職務探索努力
8　職業的アイデンティティ（Tl）
9　職業的アイデンティティ（T2）
10　組織コミットメント（T2）
11　達成動機（T2）
12　転職意思（T2）
．46
2．62
．61
3．37
4．13
L86
67．82
3．Ol
2．88
3．05
3．75
2．45
．08
．24＊
一．21†
．20†
．Ol†
一．03
．21†
．19
－，22†
．33榊
一．44寧艸　　一．46韓寧
．25寧　　　13　　　　－．27寧
．47ホホ廓　　．23＊　　　一．52串＊喰　　．28零
．49料廓　　．28率　　　一．27串　　　．21†
．41事ホゆ　　．00　　　　－，10　　　　　．18
．40拳継　　　．60＊纏　　一．25串　　　．15
－．31事＊　　一．06　　　　　．37廓ボ　　ー．27ホ
．45榊寧
．27寧　　　　．45寧林
．19　　　　　．48林零　　　．42ホ紳
一．18　　　　－．33寧寧　　一．55寧牌　　一．18
n＝74。性別は、「0＝女性」、「1＝男性」のダミー変数、会社規模は、「O－300人未満」、「1＝300人以上」のダミー変数を用いている。
表中のTlはT㎞e　1（入社直後）を示し、　T2はT夏mc　2（入社1年後）を示す。
†pく．10、　＊p＜．05、＊＊pく．Ol、＃lp＜．001。
表3職業的アイデンティティ（Time　1・2）に及ぼす影響（階層的重回帰分析結果）
　　　　　　　　　　　　モデル1　　　　　　　モデル2
「1＝300人以上」のダミー変数を用いた。
変　数 職業尢ﾙテイテイ職業的呑錨テイテイIv結果
コントロール変数
性別
学歴
会社規模
R2
i
入社前の職務探索活動
職務探索努力
R2Q
∠R21－2
β　　（SE）　P
．23　　　（21）　　＊
．26　　　（．07）
蔑，（’22）≡
．29　　　（．01）　　＊
　．14　　　　＊＊
　．07　　　　＊
入社段階の職業的アイデンティティ
職業的アイデンティティ（T1）
R2
R
∠R2？．3
β　　（SE）　P
27　　　（．20）　　＊
．10　　　（．07）
牟1。（’21）＊
．12　　（．Ol）
　．14　　　　＊＊
　．04　　　†
㌔σ1）≡≡＊
　．09　　　　＊＊
表中のTlはTlme　1（入社直後）を示し、　T2はTime　2（入社1年後）を示す。
R2堰CR2Q．R2Rはそれぞれ、第1ステップ、第2ステップ、第3ステップでの調整済み決定係数を示す。
nR？窒堰D2）及びZiR　2　a．3）はそれぞれ、第2ステップ及び第3ステップにおける調整済み決定係数の前ステップからの増分を示す。
†p〈．10、ipく．05、＃p〈．01、＃lp〈．001。
トロール変数として、T1調査データの「hthBfl」、「学歴」、
「会社規模」の3変数が設定された。この他に、「年齢」
がコントロール変数として考えられるが、新卒採用者
を対象にしている本研究では、学歴と年齢との間に高
い相関が確認されている（r＝．85，p〆　．001）。したがっ
て、本研究で用いる重回帰分析において多重共線性
（mUlti◎ollinearity）を回避iすること、及び年齢のほとん
どの分散が学歴によって説明可能であることから、本
研究では学歴を設定することとする。なお、入社段階
での組織適応もコントロール変数として設定している
が、詳細は上記で述べたとおりである。
　’鵬1」は、「0＝女性」、「1＝男性」のダミー変数を用い、
学歴は、「1＝高校卒」、「2＝専門学校卒」、「3＝短期大
学卒」、「4＝大学卒（大学院修了含む）」の変数を用い
た。会社規模は、従業員数を用い、「0＝300人未満」、
1．入社前の職務探索行動と職
業的アイデンティティ（Tl・T2）
との関連：仮説1・2の検証結果
　本研究で用いられた全変数の言’ボu計な
らびに相関分析結果は表2のとおりである。
相関分析の結果から、最も高い相関は、達
成動機（T1）と達成動機（T2）との間のr
＝．60ψ＜』OO　1）であるが、ほとんどの相関
は±．50未満である。したがって、以下の
階層的重回帰分析において変数問の高い相
関から起こる多重共線性の問題が顕在化す
る可能性は低いと考えられる8）。
入社段階の職業的アイデンティティ
（Tl）に対する入社前の職務探索努力の影響を示唆す
る仮説1、及び入社1年後の職業的アイデンティティ
（T2）に対する入社段階の職業的アイデンティティ
（T2）の影響を示唆する仮説2を検証するために、入
社段階及び入社1年後の職業的アイデンティティ
（T1・T2）を従属変数とする階層的重回帰分析を行っ
た（表3）。階層的重回帰分析を行なうにあたり、重回
帰式に第1ステップでコントロール変数α捌、学歴、
会社規模）を投入した上で、第2ステップで職務探索
努力、第3ステップで入社段階の職業的アイデンティ
ティ（Tl）を投入した。以下、検証結果について具体
的に見ていく。
　第1に、表3のモデル1の階層的重回帰分析結果か
ら入社段階の職業的アイデンティティ（Tl）に対する
入社前の職務探索努力の影響に関して、職務探索努力
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変　数
表4入社1年後の組織適応に及ぼす影響（階層的重回帰分析結果）
　　　　　　モデル1　　　　　　　　モデル2
組織コミットメント
　（Time　2）
達成動機
（Time　2）
β（SE）Pβ（SE）」ワコントロール変数
性別
　学歴
会社規模
組織コミットメント（Tl）
　達成動機（T1）
転職意思（T1）
R2
．11　　（．22）
．00　（．08）
．22　　　（．21）　　†
．24　　　（．12）　　†
??（．15）　＊
（．05）
（．15）
．44　　　（．12）　　＊＊＊
．20 ＊＊＊ ．41 ＊＊＊
入社前の職務探索活動
職務探索努力 ．02　　　（．Ol） ．04　　　（．00）
R2Q
AR　2
P．2
．19
－．Ol
＊＊ ? ＊＊＊
入社段階の職業的アイデンティティ
職業的アイデンティティ（T1）　　　．00　（．13） 一．15　　　（．09）
R2R
AR　2
Q一
．18
－．01
．40
－．Ol
掌＊＊
入社1年後の職業的アイデンティティ
職業的アイデンティティ（T2）　　　．30　（．14）　＊ ．33　（。09）　＊＊
R2S
AR　2－4
? ＊＊＊
?
? ＊＊＊
＊＊
　モデル3
　転職意思
　（Time　2）
β　　（SE）　　P
－．01　　（．28）
一．03　（．10）
一．13　　　（。28）
．30　　　（．17）　　＊
　．H　　　　　＊
一．15　（．01）
　．13　　　　＊
　．02
」6　　（．18）
　．12　　　　　＊
　一．01
－．28　　　（．16）　　＊
　．17　　　　＊＊
　．05　　　　＊
表中のT1はTime　l（入社直後）を示し、　T2はTime　2（入社1年後）を示す。
R2P、R2Q、R2R、R2Sはそれぞれ、第1ステップ、第2ステップ、第3ステップでの調整済み決定係数を示す。
AR2＝D2）．　ZiR　2　t2．3）及びMR　2　t3．4yはそれぞれ、第2、第3、第4ステップにおける調整済み決定係数の前ステップからの増分を示す。
†pく，10、＊pく．05、榊pく．Ol、＃紳pく001。
が有意な正の影響を及ぼしていることが明らかになっ
た（β＝．29，p〈．05）。この結果は、就職活動時に職務探
索行動を積極的に行っていた新規参入者ほど、入社段
階での職業に対するアイデンティティが高まることを
示すものである。
　第2に、入社1年後の職業的アイデンティティ（T2）
の規定要因に関して、モデル2の結果から入社前の職
務探索努力が有意な影響を及ぼさない一方で、他方入
社段階の職業的アイデンティティ（T1）が有意な正の
影響を及ぼしていることが示された（β＝．34，p〈．oo1）。
つまり、新規参入者の入社1年後の職業的アイデンテ
ィティは、入社前の職務探索努力によっては直接的な
影響を受けず、入社段階の職業的アイデンティティに
よって高まることを意味するものである。
　以上の一連の分析結果より、入社前の職務探索努力
によって新規参入者の入社段階の職業的アイデンティ
ティが高まることが明らかになり、新規参入者の入社
1年後の職業的アイデンティティは、入社段階の職業
的アイデンティティによって高まることが示された。
これらの結果は、仮説1及び仮説2に符合するもので
あり、仮説1・2ともに支持されたといえる。
2．入社1年後の職業的アイデンティテ
ィ（T2）と入社1年後の組織適応（T2）
との関連：仮説3の
検証結果
　入社1年後の組織適応に
対して、入社1年後の職業
的アイデンティティがいか
なる影響を及ぼしているか
を明らかにするために、階
層的重回帰分析を行なった
（表4）。先述のとおり、
「適応」という概念は、あ
る時点（e．g．，入社時点）か
らある時点（e．g．，入社1年
後）までの動態的な変化を
扱う概念であるため、各重
回帰式のコントロール変数
に性別、学歴、会社規模に
加えて、入社段階での各組
織適応指標を投入する手続
きをとった。このことによ
り、入社時点での新規参入
者の組織適応度合いを一定にした上で、入社1年後の
組織適応に対して職業的アイデンティティがいかなる
影響を及ぼしているのかをより精緻に検討することが
可能になる。以下、具体的に結果を見ていく。
　第1に、入社1年後の組織コミットメントへの影響
（モデル1）に関して、入社前の職務探索努力ならび
に入社段階での職業的アイデンティティ（T1）が有意
な影響を及ぼさない一方で、入社1年後の職業的アイ
デンティティ（T2）は有意な正の影響を及ぼしている
ことが明らかになった（β＝．30，p〈．05）。この結果から、
新規参入者の入社1年後の職業的アイデンティティが
高まることによって、組織への積極的な貢献意欲（コ
ミットメント）が高まることが示された。
　第2に、入社1年後の達成動機への影響（モデル2）
については、入社1年後の職業的アイデンティティ
（T2）が有意な正の影響を及ぼしていることが明らか
になった（β＝．33，p＜．01）。しかし、達成動機に対する
職務探索努力及び入社時点での職業的アイデンティテ
ィ（T1）の有意な影響は確認されなかった。このこと
は、入社1年後の職業的アイデンティティの高い新規
参入者ほど、達成動機も高いことを示すものである。
　第3に、入社1年後の転職意思と入社1年後の職業
的アイデンティティ（T2）との関連（モデル3）にっ
いて、入社1年後の職業的アイデンティティ（T2）が
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有意な負の影響を及ぼすことが示された（β＝一．28，
pく05）。この結果は、新規参入者の入社1年後の職業
的アイデンティティが高まることによって、現在の会
社を辞めて他の会社へ転職しようという転職意思が抑
制されることを意味するものである。しかしその一方
で、職務探索努力及び入社段階での職業的アイデンテ
ィティ（Tl）の転職意思に対する有意な影響は確認す
ることができなかった。
　以上の重回帰分析結果より、入社段階の各組織適応
指標をコントロールした後でも、新規参入者の入社1
年後の職業的アイデンティティ（T2）が同時点の組織
適応に対して有意な影響を及ぼすことが確認された。
具体的には、入社1年後の組織コミットメントと達成
動機に対して、職業的アイデンティティ（T2）が正の
影響を及ぼし、転職意思に対して負の影響を及ぼして
いることが明らかになった。このことは、仮説3と適
合するものであり、仮説3a、3b、3cの全てが支持され
る結果になった。
V　考察
　本研究では、近年の組織杜会化研究の中で課題とし
て指摘されている入社前の職務探索行動と入社後の組
織適応とがいかなる関係にあるのかについて実証的な
検討を行なった。また、先行研究を踏まえ、入社前の
職務探索行動と入社後の組織適応とを結びつける新た
な変数として、職業的アイデンティティ概念に着目し、
その役割についても実証的検討を行なった。以下、本
研究で明らかになった点に基づき、考察を行なう。
　第1に、入社前の職務探索行動が入社1年後の組織
適応に対して、間接的に影響を及ぼしていることが確
認された。本研究では、職務探索行動の中でも職務探
索行動全般に対する積極的活動を意味する職務探索努
力に焦点をあて、入社1年後の組織適応に対する影響
について検討を行なった。その結果、両者の関係は直
接的な影響関係ではなく、職業的アイデンティティを
介した間接的な影響関係であることが示された。この
結果は、数少ないながらも同様の検討を行なっている
先行研究（Saks＆Ashforth，　2002）結果と符合するもの
である。すなわち、Saks＆Asnfonh（2002）において
も入社後の組織適応に対する新規参入者の入社前の職
務探索行動の影響は、他の変数（個人一組織適合及び
個人一職務適合）を媒介とした間接的な影響関係であ
り、本研究はその結果をさらに補強するものといえる。
また、Saks＆Ashfbrlh（2002）では、北米（カナダ）
にある大学の学部卒業生を対象とした調査であり、欧
米のコンテクストに基づく結果であるが、日本のコン
テクストに基づく本研究においてもそれと同様の（入
社前の職務探索行動の影響に関する）結果が見出され
た点は、特定のコンテクスト下だけでなく、他の地域
においても類似の結果が確認される可能陸があること
を示すものである。したがって、この結果は、新規参
入者の組織杜会化プロセスにおける入社前の職務探索
行動の役割及び効果に関する一般化の議論に対して、
若干の貢献を果たすものと考えられる。
　第2に、新規参入者の職業的アイデンティティが入
社前の職務探索行動と入社1年後の組織適応とを結び
つける新たな要因として確認された。本研究の結果か
ら新規参入者が入社前に行なった職務探索行動は、入
社時点の職業的アイデンティティを高め、入祉時点の
職業的アイデンティティが入社1年後の職業的アイデ
ンティティを規定し、さらに入社1年後の職業的アイ
デンティティが組織適応を促進することが明らかにな
った。これまでの研究（Saks＆AShfoth　1997，2002）で
は、入社前の職務探索行動と入社後の組織適応とを媒
介する要因として、個人一環境適合概念のみが検討さ
れ、その有効性ならびに重要性が示されていたことは、
既に述べたとおりである。しかしながら、本研究結果
から入社前の職務探索行動から入社1年後の組織適応
へと至る、新規参入者の組織社会化プロセスに新たな
影響過程があることを意味するものである。このこと
は、既存の組織社会化研究から一定の前進を示すもの
といえ、今後、新規参入者の入社前の職務探索行動か
ら入社後の組織適応へと繋がる組織社会化プロセスの
新たなモデルとして、個人一環境適合と職業的アイデ
ンティティの双方の概念を同時に組み込んだモデルの
検証が必要であろう。
　第3に、本研究で明らかになった点は、上記の研究
面での貢献ばかりでなく、いくっかの実践的な含意も
含むものである。まず、入社前のキャリア支援の観点
からは、本研究において新規参入者の入社前の職務探
索行動を積極的に行なうことによって、入社1年後の
組織適応も間接的に高まることが確認された。竹内・
竹内（2010）では、新規参入者の入社前の職務探索行
動は、就職活動結果（内定企業数と会社満足度）を高
めることを明らかにしているが、この結果から、新規
参入者の入社前の職務探索行動は、目前の就職活動結
果ばかりでなく、入社後のキャリア発達（組織i適応）
に対しても重要な役割を果たすことが明らかになり、
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大学や高校等において新卒予定者に対する積極的なキ
ャリア支援の重要性を改めて示すものである。特に、
キャリア支援にあたり、伝統的にわが国では「就社」
概念が一般化してきたが、近年、新規参入者に組織（企
業）との関係性ばかりでなく、職業との関係性を考え
させることが重要であることが、職業的アイデンティ
ティの重要性が確認された本結果から示唆される。こ
のことは、新規参入者の学校から職業への移行ならび
に初期キャリア発達の問題が大きな課題として指摘さ
れているわが国において、実践的にも重要であるとい
えよう。ついで、企業の観点からは、新規参入者の職
業的アイデンティティを高めることがその後の組織適
応に繋がることが本結果において確認されたため、新
規参入者に対する入社後の職業的アイデンティティを
高める取り組みが重要であると考えられる。具体的に
は、新規参入者の初任配属にあたり、企業の希望（都
合）ばかりでなく、個人の希望職種を理解した上で決
定をするといった配置の問題、あるいは新規参入者に
対する導入教育に加えて、職業的アイデンティティを
高めるように、スキルの習得あるいは拡充・深化を目
的とした技術的教育を積極的に導入するなど人材開発
（能力開発）の問題に対して、各企業での新規参入者
の状況を踏まえた上での適切な対応をすることが求め
られよう。
　以上、本研究の検証結果から、これまで組織社会化
研究でほとんど検討がなされてこなかった入社前から
入社後の組織i適応へと至る新規参入者の組織社会化プ
ロセスの議論に対して一定の貢献を果たすことができ
た。しかし、本研究にもいくつかの限界を有している。
最後に今後の課題を提示し、本研究の結びとしたい。
第1に、本研究では職務探索行動の指標として職務探
索努力を用いたが、職務探索努力は職務探索全般に対
する積極的活動を意味する概念であるため、どのよう
な職務探索行動を行った場合に、新規参入者の職業的
アイデンティティを高め、ひいては入社後の組織適応
に繋がるかに関しては、今回明らかにすることができ
なかった。今後、特定の職務探索行動の内容を示す具
体的な職務探索行動概念を用いて、より詳細に検討す
ることが求められる。第2に、今回の研究では、職務
探索行動や職業的アイデンティティなど、主に入社前
から入社後の「個人要因」に焦点を当てたものであっ
た。しかし、より包括的に新規参入者の入社前から入
社後の組織社会化プロセスを明らかにするためには、
繊（企業）要因も含めた個人と組織の双方の視点か
ら検討することが必要である。今後、入社前及び入社
後の組織（企業）要因をモデルに組み込み、新規参入
者の組織杜会化における個人と組織との動態的な相互
作用プロセスを検討することが肝要である。第3に、
本研究では、新規参入者の組織社会化プロセスを明ら
かにするために、より厳密かっ精緻な方法である縦断
的調査によって検討を行なったが、その一方でサンプ
ル数が必ずしも多くない点が調査方法i論上の課題とし
て挙げられる。今後、新規参入者に対する大規模な縦
断的調査を実施することによって、今回見出された発
見事実の再検証を含めた更なる検討を行なうことが求
められる。
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【注】
1）新規参入者の組織適応を促進する入社前の組織要因
としては、企業の採用施策が挙げられる（竹内・竹内，
2009）。その中でも、募集段階において職務内容に関す
る良い面と悪い面の双方を含めた現実的な情報を応募
者に対して適切に伝えるという「現実的職務予告
（realistic　job　preView）」が、新規参入者の組織社会化を
促進することが既に多くの研究において明らかになっ
ている（e．g．，　Premack＆Wamous，1985）。そこで、本研
究ではこれまでほとんど検討されていない新規参入者
の組織適応を促進する入社前の「個人要因（就職活動
要因）」に焦点を当て、検討を行なう。
2）既存の職業的アイデンティティ研究では、個人の職
業的アイデンティティの状態を把握するにあたって、
大きく2っの立場が存在している。1つは、心理学の
アイデンティティ研究の知見（e．g．，　Marcia，　1966）を踏
まえ、個人の職業的アイデンティティを「達成
（achievem㎝t）」「拡散（diffusion）」「早期完了
（foreclosure）」「モラトリアム（moratorium）」の4っ
の状態から把握する立場である。もう1つは、キャリ
ア発達論及び職業心理学の研究知見（e．g．，　Holland　et　al．，
1980）をもとに、個人の職業的アイデンティティが確
立されているかどうかを二元的に把握する立場である。
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近年の職業的アイデンティティ研究（e．g．，　Diemer＆
Blustein，　2007；Gushue　et　al．，2006；Scott＆Ct凪　2008）で
は、後者の立場に基づく検討が多いため、本研究にお
いても、職業的アイデンティティ状態を個人が確立し
ているかどうかという二元的に捉え、検討を行う。
3）職業的アイデンティティと類似する概念として、キ
ャリア発達論における「キャリアアンカー（career
anchor）」（Sche瓜1990）概念がある。キャリアアンカ
ーとは、個人のキャリア上の錨のことを意味し、実際
の仕事経験を通じて、個人が（1）能力（できること）、
（2）欲求（やりたいこと）、（3）価値（意味を感じる
こと）の3っの要素を勘案した上で、ある特定のキャ
リアに傾倒していくことを指摘している。さらに、具
体的に個人が傾倒していくキャリアの類型として、
「技術・専門’陶、「経営・組織管理性」、「自律・独立
性」、「保障・安定性」、「起業・創造1生」、「社会貢献性」、
「困難への挑戦性」、「生活全体のバランス性」の8つ
を挙げている。職業的アイデンティティとキャリアア
ンカーは、双方の概念とも個人における職業（キャリ
ア）上のアイデンティティの獲得に着目しているとい
う点では同じである。しかし、前者が職業（キャリア）
上のアイデンティティを獲得しているかどうかという
プロセスに焦点を当てる概念であるのに対して、後者
は職業（キャリア）アイデンティティを獲得した結果、
どのようなキャリアに個人が傾倒するのかというキャ
リア志向の類型に着目する概念であると考えられる。
したがって、職業的アイデンティティは、仕事の経験
のない学生ならびに企業で働く従業員を対象とした検
討が行われるが、キャリアアンカーは、仕事経験を有
する企業の従業員を対象に検討が行われるのが一般的
である。
4）職業的アイデンティティの具体的な項目は、「以前
私はどのような職業に就くか、色々と考えたり、迷っ
たりしたが、今ははっきりと決心がついた」、「私は未
だに自分が本当にやりたい職業が何なのかよくわから
ないで悩んでいる（リバース項目）」、「私は自分が今の
職業を目指して着実に歩んできたと思う。だから、よ
ほどのことがない限り今の職業を変えることはないと
思う」、「今の職業と全く関係がない仕事でも、良い仕
事があればその方を選びたい（リバース項目）」である。
5）組織コミットメントの具体的な項目は、「他の社員
よりもはるかにこの会社に尽くそうという気持ちが強
い」、「この会社にとって本当に必要があるならば、ど
んな仕事でも、またどんな勤務地にいっても、これま
で以上に頑張る」である。
6）達成動機の具体的な項目は、「苦しくとも素質や能
力を生かす仕事をしたい」、「新知識や技術が得られる
ものに進んで接したい」、「皆に喜んでもらえる素晴ら
しいことをしたい」である。
7）転職意思の具体的な項目は、「私は現在と違った会
社に転職したい」、「現在所属している会社を辞めた
い」である。
8）本研究で行なった階層的重回帰分析における多重
共線性の有無を確認するために、分散拡大要因
（variance　inflation　factors：VIFs）の算出も行った。その
結果、本研究で用いられた変数のVIFsの最大値は、1．68
であり、全ての階層的重回帰分析において多重共線性
の存在を示す一般的な基準である10．0を超える変数の
ないことが明らかになった。
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